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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41S502.pdf

1.	 研究開発領域の定義
本領域は、送受信機間をケーブルで接続することなく電波を媒体として通信回線を構築する無線通信と、

移動する端末を相手に無線通信を行うモバイル通信に関する研究開発領域である。無線・モバイル通信シス
テムは、通話やスマートフォンなどへの情報配信サービスの提供に加えて、生活空間を支えるさまざまなシス
テムと接続し、センシング、人工知能（Artificial Intelligence：AI）、ビッグデータ解析などの情報技術と
融合することで、実空間とサイバー空間とを連携したプラットフォームへと進化し始めている。

2.	 本領域の意義
無線通信技術は、長らく有線通信を追随する形で発展してきた。第5世代移動通信（5G）により、有線

通信に匹敵する性能とモビリティーへの対応を両立し、自動車、列車、工場機器などを接続するプラットフォー
ムへと進化した。さらに第6世代移動通信（6G）では、ネットワーク機能の高度化と、それを活用したサー
ビスの高度化が並行して進められ、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）が
掲げる、「経済成長」、「環境保全」、「社会課題の解決」を同時に支える基盤の構築が目指されている。

6Gでは、低軌道（Low Earth Orbit：LEO）衛星や成層圏通信プラットフォーム（High Altitude 
Platform Station：HAPS）などの非地上系ネットワーク（Non-Terrestrial Network：NTN）を取り込み、
ネットワークを3次元化および階層化するとともに、ミリ波・テラヘルツ帯との連携や、精密な測位と時刻同
期技術を活用することで、広帯域、多数同時接続、高ロバスト性の通信を実現し、被災地における即時復旧
も可能にする。また、自動車、列車、工場機器などの接続を拡張し、また上空移動体を活用した人流・物流
サービスを創出することで、地上交通の混雑緩和、低コスト運行、柔軟な災害対応が期待されている。3次
元ネットワークは、状況に応じて自律的に最適化され、ユーザーは通信の切れ目を意識することなく、XR、
遠隔医療、協調ロボットなどの高信頼かつ低遅延のサービスを享受できるようになる。一方、無線通信が社
会インフラとしての役割を担う中で、瞬断への許容、セキュリティー、エネルギー効率といった要求は一層厳
格化している。

このように、無線・モバイル通信技術は、従来の情報配信サービスの高度化という枠を超え、生活空間内
のあらゆるものを接続し、実空間と仮想空間の融合を促進することで、社会空間全体に柔軟性と利便性をも
たらすプラットフォームへと進化しつつある。その意味でも本領域は、革新的かつ大きな変化の時期にあって
社会的要請も強い、極めて重要な研究開発領域であるといえる。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

6Gに向けた無線通信技術の開発においては、ネットワーク機能の高度化と、それを活用するサービスの高
度化を同時に推進する必要がある。その中で、まず無線伝送・アクセス技術を抜本的に進化させることが最
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優先課題とされている。特に、伝送速度のさらなる高速化、低遅延化、多数同時接続の拡大を実現するため
の技術開発が不可欠であり、加えて周波数利用効率およびエネルギー利用効率の向上が前提条件となってい
る。この基本方針のもと、無線通信の活用領域を広げるために、ミリ波・テラヘルツ帯といった高周波数帯
の利用拡大、およびネットワークの3次元空間への拡張が重視されている。6Gでは、ピーク伝送速度1Tbit/
s、エンドツーエンドの遅延1ms未満、1km2あたり1000万接続超といった要求条件が掲げられており1）、こ
れらはネットワーク全体あるいはシステム全体での品質を対象としている。そのため、エッジサーバー制御、
Software Defined Networking（SDN）、ネットワークスライシングといった動的かつ柔軟なネットワーク
制御技術が重要な役割を果たす。伝送速度の高速化は、変調多値数の増加、キャリアアグリゲーション

（Carrier Aggregation：CA）に加え、Massive MIMO（mMIMO）による空間多重技術が中心となる。
特に、端末側の送信電力に制約がある中で高速伝送を実現するため、アンテナエレメント数の増加によるアン
テナ利得向上が極めて重要である。さらに、無線リソース管理を中心とした適応制御の体系化に加え、6Gで
はIRS（Intelligent Reflecting Surface）や中継機能を動的に活用し、伝搬経路そのものを制御するアプロー
チも導入される予定である。これにより、ミリ波・テラヘルツ帯における広帯域伝送の適用性と柔軟性が大幅
に向上することが期待されている。また6Gでは、ネットワーク全体にわたる高精度な時空間同期の実現が、
シームレスな接続性や超低遅延通信を支える基盤技術として極めて重要視されている。加えて、通信とセンシ
ングを同時に行うIntegrated Sensing and Communication（ISAC）といった新たな技術パラダイムも注
目されており、無線リソースの効率的利用と新たなサービス創出が期待されている。

一方、6G時代には、高速伝送を実現する上で、端末の最大送信電力制約といった物理的限界が存在する
点にも留意する必要がある。特にテラヘルツ帯の活用を目指すには、連続的な広帯域の確保が不可欠であり、
そのためには5Gで開始されたミリ波帯の活用を着実に実用化していくことが前提条件となる。しかし、ミリ
波帯はカバレッジが狭く、スポット的な利用に限られるため、ユーザー端末の移動パターンを考慮したスケ
ジューリングや、動的なリソース管理による効率的な運用が求められる。さらに、物理的に完全な電波空間
を構築することは困難であるため、必要なタイミングと場所に応じて動的に回線を確保できる仕組みが不可欠
となる。この考え方は、5Gにおいて導入されたヘテロジニアスネットワーク、ビームフォーミング、ビームト
ラッキング、仮想セル化技術にも反映されており、6Gではこれらの技術がさらに発展する見通しである。

6Gの高度な回線確保を支える上で特に重要となるのが、地上ネットワークと連携するNTNの役割である。
LEO衛星やHAPSが地上ネットワークと多層的に連携し、相互補完的に運用されることで、シームレスなエ
リアカバー、リンクのロバスト性向上、瞬断率の低減といった効果が期待される。加えて、NTNを活用する
ことで、地上中継を介したセキュリティー脅威を低減し、より高いエンドツーエンドセキュリティーの実現も可
能となる。なお、無線通信技術は電波という貴重な資源を利用するため、国際的には国際電気通信連合

（International Telecommunication Union：ITU）の無線通信部門（ITU-R）が無線スペクトル利用に
関するルールを策定しており、各国の電波主管庁がこれに基づいて周波数管理を行っている。携帯電話シス
テムの標準化においても、ITU-Rが要求条件を規定し、これに対応する詳細規格を3rd Generation 
Partnership Project（3GPP）などの標準化団体が策定し、ITU-Rに提案する流れが確立している。規格
の実現に必要な知財は必須特許として公開され、標準化に組み込まれる。また5G以降では、標準化に先立ち、
グローバルフォーラムにおいてユースケースや技術トレンドが議論される仕組みが定着している。これらの
フォーラムには多様なベンダーやキャリアが参加し、想定ユースケースを議論し、その結果が技術開発や標準
化に反映されている。6Gにおいてもこの流れは継続され、グローバルフォーラムへの積極的な参加は、自社
のビジネス戦略や必須特許戦略において重要な意味を持つと考えられている。

3.2	 トピックス
•	Intelligent Reflecting Surface（IRS）を用いた電波伝搬制御

5G以降の無線通信システムでは、さらなる高周波数帯（ミリ波・テラヘルツ帯）の利用が進んだ結果、遮
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蔽物による電波遮断や伝搬損失の増大といった課題が深刻化している。これに対して、基地局や端末側の工
夫だけでなく、通信環境側を能動的に制御して通信品質を補償・強化するという新たな発想が求められるよ
うになった。この流れの中で、IRSは無線通信環境を能動的に制御する革新的なアプローチとして近年注目
を集めている2）。IRSは、多数の素子からなる反射面で構成され、各素子の反射位相を動的に制御することで、
入射した電波の方向や波面を自在に変化させることができる。これにより、基地局と端末間の無線伝搬環境
そのものを再構成し、電波の死角を解消するとともに、通信品質の向上を図ることが可能となる。IRSは、リ
レーやバックスキャッターと異なり、複雑な増幅回路やベースバンド処理を必要とせず、各素子の反射位相を
調整するだけで任意の方向にビームを形成できる​。そのため、低消費電力、低コストで信号品質やカバレッ
ジを改善可能で、6G以降のスマート無線環境の実現に向けた有力技術と位置づけられている。

ここ2～3年でIRSの研究開発は急速に進展し、理論研究に加えて実環境での検証も活発化している。
2025年には、液晶を用いた可搬型のメタサーフェス反射板を使い、28GHz帯ミリ波信号を建物の陰となる
空間に反射させてカバーする実験が日本国内で成功した。さらに、数千素子規模のIRSプロトタイプによる映
像伝送実験や、室内環境でのカバレッジ拡張デモなどが報告され、理論研究から実装段階への移行が着実に
進んでいる。標準化動向としては、2021年に欧州電気通信標準化機構（European Telecommunications 
Standards Institute：ETSI）において、IRSを専門に扱う産業規格グループが発足し、電波伝搬モデルや
インターフェースに関する検討が進められている。一方、IRSは、移動通信の標準化団体3GPPでも、6Gに
向けた有望技術の一つとして注目されているが、5G-Advanced期（リリース18/19）には議論や提案にとど
まり、本格的な標準仕様策定は今後に持ち越されているのが現状である。欧州では、RISE-6Gプロジェクト
など、RISを中核技術と位置づけた複数のプロジェクトが進行しており、日本、米国、中国を含む各国でも、
公的資金を投入した研究開発が積極的に展開されている。

•	Massive MIMO/Holographic MIMOなどの大規模アレーアンテナ
Multi Input Multi Output（MIMO）技術は、2000年代初頭に理論的ブレイクスルーを迎え、基地局

アンテナを増設することでチャネル容量が線形的に拡大することが示された。これを大規模にスケールアップ
したMassive MIMO（mMIMO）は、基地局などに数十～数百以上のアンテナ素子を集積して多数同時空
間多重伝送やビームフォーミングを実現する技術であり、5G以降のセルラーシステムの中核技術として実装
されている。一方、Holographic MIMO（HMIMO）はサブ波長スケールの素子を密に配置した大規模な
平面アンテナによって、波面全体を細密に制御する概念3）であり、極めて高い空間自由度により容量上限に
迫る伝送が可能になると期待されている。

mMIMOについては、5G New Radio（NR）規格のリリース15以降で既に基礎機能を確立済みであり、
アンテナ数の増加やビームフォーミング指向性の拡張は3GPPで継続的に拡充されている。特にリリース
16/17では、ミリ波向けマルチビーム技術やアンテナ構成要件が規定された。 HMIMOに特化した標準化は、
いまだ具体的には進行していないが、ITUや国際会議で6G必須技術として言及されており、今後は3GPPの
研究テーマ（NR-Advanced）として議論が始まる可能性がある。

•	センシング・通信融合（Integrated Sensing and Communication：ISAC）
センシング技術と通信技術は、それぞれ長年にわたって個別に発展してきた。センシングの分野では、レー

ダーやイメージングによる対象検知や環境把握が追求され、通信の分野では、高速・大容量なデータ伝送の
実現が進められてきた。一方、過去には、Identification Friend or Foe（IFF）に代表されるようなセンシ
ング機能に通信を付加する技術 4）や、Wi-Fiの通信信号を利用した副次的なセンシングなど、センシングと
通信が交わる事例も存在していた。しかし、いずれも通信とセンシングの一方に主軸を置いたものであり、両
者を対等に統合する試みは限定的であった。こうした中、近年注目を集めているのがISACである5）。ISACは、
同じ無線システム、同じ送信信号を用いて、データ通信と環境センシングを同時に実現する概念である。これ
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により、周波数資源やハードウェアを効率的に活用しながら、周辺環境の把握と通信サービスの提供を両立
させることが可能となる。特にミリ波・テラヘルツ帯といった高周波数帯域では、広帯域通信による超高速
データ伝送と、高分解能な距離測定と動作検知の両方が同時に可能となるため、ISACは6Gにおける重要技
術の一つとして期待されている。

欧州では、6G-ICAS4Mobilityや6G-BRAINSといったプロジェクトにおいて、車両や産業向けISACの
実証が進められている。米国でも、大学や企業がミリ波帯ISACシステムを用いた実験に取り組んでいる。ま
た日本や中国においても、次世代通信プロジェクトの中でISACが重要テーマに位置づけられ、スマートモビ
リティーや工場Digital Transformation（DX）との連携技術が模索されている。標準化に向けては、ETSI
が、2023年11月にISAC専門の仕様グループ（ISG ISAC）を立ち上げ、6G標準に向けた技術検討を開始
した。3GPPでも、リリース20以降でISACが正式に検討される予定であり、通信とセンシングの統合がキー
テーマとして取り上げられている。

•	地上系・非地上系統合ネットワーク（Terrestrial and Non-Terrestrial Network：TN-NTN）
地上系・非地上系統合ネットワークは、地上のネットワークと非地上のネットワークを一体的に運用する

アーキテクチャーであり、通信カバレッジの拡大と信頼性向上に向けた重要な潮流である6）。非地上系ネット
ワーク（NTN）とは、人工衛星（LEO衛星や静止衛星など）、成層圏通信プラットフォーム（HAPS）、無
人航空機（Unmanned Aerial Vehicle：UAV）など地上以外に配置される通信ノードを接続したネットワー
クの総称であり、これらを地上の移動通信システムと組み合わせることで、従来届かなかった地域への接続や
災害時のバックアップの実現を目指すものである。近年、LEO衛星通信が実用段階に入り、数千基の小型衛
星からなるコンステレーションによるブロードバンドサービスが始まり、遠隔地や海上でも高速通信が可能に
なりつつある。 HAPSやドローンを活用した通信プラットフォームの開発も進んでいる。成層圏を航行する太
陽電池駆動無人機を用いて、広域にLong Term Evolution（LTE）/5G信号を照射する実験が行われ、地
上の基地局に匹敵するカバレッジを上空から提供する可能性が示されている。また災害時には、中継基地局
を搭載したドローンを被災地上空に展開し、一時的な通信サービスで孤立地域を支援する試みも実施されて
いる。

各国・地域でインフラ投資が活発化しており、欧州連合は独自の安全保障通信網「IRIS²」としてLEO衛
星網の構築を計画し、中国も「星網」と呼ばれる国家主導の衛星コンステレーションを推進している。米国
では、アマゾン社が「Project Kuiper」に巨額投資を行い、通信事業者との連携も進めている。携帯端末へ
の衛星通信対応や地上網との融合サービスに向けた産業界の協力体制が整いつつあり、今後10年で地上系・
非地上系統合ネットワークが本格稼働すると予想される。

•	時空間同期
時空間同期は、通信ネットワークにおける時刻・周波数同期にとどまらず、空間に関する位相整合や位置

情報の同期までを含む広義の同期概念である。特に、タイムクリティカルな通信や大規模分散MIMO、協調
ビームフォーミングにおいては、基地局間や端末間でナノ秒以下の高精度時刻同期が不可欠となる。6Gにお
いては、基地局や端末だけでなく、衛星、Internet of Things（IoT）機器、さらには移動ロボットやセンサー
といったサイバーフィジカルシステム（Cyber-Physical Systems：CPS）の構成要素も含め、異なるレイヤー
間で高度な時空間同期を維持することが要求される。 CPSは、物理世界とサイバー世界がリアルタイムに相
互連携するシステム7）であり、正確な時空間同期がなければ、環境センシング、制御、通信の一体運用が成
り立たない。従って、6G時代のCPSの基盤を支えるためにも、従来技術を大幅に上回る超高精度な時空間
同期の実現が不可欠となっている。

日本では、総務省や国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が中心となり、Beyond 5G推進戦略
を策定し、時空間同期技術を重要な研究開発分野として位置づけている。また、5G NR規格には同期要件に
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関連する仕様があり、これらを拡張して6Gでの超高精度同期を実現する方向性が示されている。国際電気通
信連合（International Telecommunication Union：ITU）の標準化部門（ITU-T）やInstitute of 
Electrical and Electronics Engineers（IEEE）も広域時刻同期技術を議論している。

3.3	 課題
無線・モバイル通信において、これまで通信インフラを支えてきた低周波数帯域は、既に逼迫しつつある。

こうした限界を乗り越えるためには、新たな周波数の拡張や伝送効率の向上に加え、これまでの「設計者が
想定した範囲内で動作するシステム」から脱却し、「ダイナミックかつ予測不能な環境下でも自律的に最適行
動を取るシステム」への進化が求められる。この構造的変化に対応するためには、AI技術の活用が不可欠で
ある。これまで通信技術が担ってきた「静的最適化」の枠組みを超え、リアルタイムでの適応と自己進化を可
能にし、無線ネットワークの高度な柔軟性や弾力性を与える必要がある．さらに、無線ネットワークの社会に
おける位置づけも変わりつつあり、社会インフラであると同時に大規模なエネルギー消費体として、社会的コ
ストに直結する存在へと変質している。将来に向けて、ネットワークの持続可能性を高めることができなけれ
ば、通信サービスの拡大や経済成長に深刻な制約をもたらすだけでなく、カーボンニュートラル社会の実現
に向けた取り組みにも大きな障害を生じさせることになる。

このような技術的課題を踏まえ、今後取り組むべき研究開発の方向性として、「超高周波数化」、「AIネイ
ティブ化」、「持続可能性の向上」が挙げられる。
超高周波数化：

超高周波数化は、無線通信のさらなる大容量化・超低遅延化という本質的なニーズに応えるために必須
である。5G以降、ミリ波・テラヘルツ帯といった超高周波数帯域の積極活用が求められているが、高周波
数帯は大容量である一方、環境変動に対する通信リンクの耐性に乏しいという諸刃の剣であり、それらの
特性を有効に活用するユースケースが乏しいのが現状である。そのため、さらなる高周波数化を進め利用
可能な帯域を増やすとともに、ユースケースを想定したデバイスの実現と、IRSなどの反射板技術を活用し
て一定のエリア内で電波を回り込ませることでゾーンを構成するシステム化技術の確立が必要である。

AIネイティブ化：
無線ネットワークのAIネイティブ化は、通信システムの高度化と複雑化に伴い、もはや人手による管理、

古典的制御理論による最適化が限界に達しつつある現状に対する必然的な対応である8）。周波数利用の最
適化、伝搬環境への動的適応、トラフィック需要の予測的制御といった課題は、AIによる自律的、リアル
タイムな意思決定を導入しなければ、適切な運用が難しくなる。特に、ネットワークが地上・空中・宇宙を
またぐ多層構造へと拡張される中で、AIはネットワーク運用の中枢神経として、通信品質の維持、リソース
の最適配分、障害の予兆検知、障害からの自動復旧などに不可欠な役割を果たすことが求められる。

持続可能性の向上：
持続可能性の向上は、通信ネットワークが社会インフラとして不可欠な存在となる中で、運用の安定性と

地球環境への配慮を両立させるために不可避な要請である。今後、端末数の爆発的増加、密集環境での
データ通信需要の急伸、上空・宇宙空間に至る広域展開などにより、ネットワーク全体で消費する電力量
が飛躍的に拡大することが懸念されている。将来的には、通信インフラだけで国家全体の電力消費に無視
できない影響を与える規模に達する可能性も指摘されており、エネルギー効率の抜本的な改善は避けて通
れない課題となっている。このため、周波数利用効率とエネルギー利用効率の同時向上、省電力動作を前
提としたネットワークアーキテクチャーの設計を行うとともに、障害発生時の迅速な復旧体制と運用レジリ
エンスの強化が求められる。単なる高性能化ではなく、環境負荷低減と経済性向上を両立する持続可能な
無線通信インフラへの転換が、社会全体の持続的発展を支える基盤となる。
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無線・モバイル通信があらゆるシステムを接続し、システム同士が連携してSDGsの達成に寄与する社会が
到来することを見据えると、Information and Communication Technology（ICT）インフラに対する社
会的責任は一段と重くなる。情報通信技術者には、単なるデータ通信の枠を超えて、社会システム全体を支
える基盤技術の担い手であるとの自覚が求められ、ネットワークと被接続システムの関係性や独立性、イン
ターフェースにおける責任を含めた総合的な検討が不可欠である。さらに、無線・モバイル通信は「高度情
報通信・ネットワーク技術」として特定重要技術20分野に位置づけられ、経済安全保障の観点からも極めて
重要な役割を担っている。超大容量・超低遅延・超低消費電力な通信の実現は、経済成長や国際的競争力
の強化に資する一方で、公共財としてのネットワーク基盤の公共性および安全性の確保も求められる。特に、
サプライチェーンの自律性向上に向けては、モバイルデバイス製造において国内および同志国の技術や資源へ
の依存度を高め、安定したICTインフラ供給体制を構築することが不可欠である。加えて、AIネイティブ化
の進展により、公共財である電波の利用がAIに委ねられる局面が到来しつつある。このとき、電波利用設計
における責任の所在や判断基準を明確にするため、法的な整備が急務となる。

学術界における当該分野の盛り上がりを示す例として、IEEEが発行するIEEE Internet of Things 
Journalでは、2014年以降、論文の投稿数および採択数が急速に増加しており、インパクトファクターも上
昇傾向にある。2024年の投稿数を見ると、中国（6955件）が圧倒的多数を占め、インド（635件）、米国（502
件）がこれに続いている。一方、日本からの投稿数は80件で、掲載数、引用数も同様に低水準にとどまって
いる。このことから、最新動向への追従性において、日本の学術界は他国に比べ劣後している状況がうかが
える。これらの課題を克服するためには、萌芽段階の学術分野における基礎的な研究開始を促す柔軟なファ
ンディング制度の充実や、産学連携事業の早期立ち上げを可能にする環境の整備が急務である。現在、共同
研究などを通じた産学連携の枠組みは活用されているものの、研究グループ間でのインタラクションにとどま
り、人材が複数のグループを横断して活動する体制は一般的ではない。特に、RF設計、AI、セキュリティー
といった異分野を横断的に理解し、実践できる「T字型」人材の不足は深刻な課題である。今後は、産業界
と学術界をまたいで活動できるクロスアポイントメント制度の拡充など、多様な専門分野をシームレスに兼任
できる仕組みづくりが重要である。

3.4	 各国・地域の取り組み
無線・モバイル通信の中核に位置する携帯電話においては、10年で世代交代を行うという流れが定着して

いる。具体的には、まずグローバルフォーラムで、世代交代と共に携帯電話の役割が革新的に変化すること
を前提に、世代交代の約10年前から議論を開始する。その中で市場の青写真が形成され、その後、標準化
を含む技術開発を経て実際の市場が形成される。その間、各企業は、グローバルフォーラムの中で描かれた
市場の青写真を念頭に、独自戦略に基づいてビジネスを進展させる。また各国は、自国内の産業の競争力を
強化するための国家プロジェクトを展開する。このことは、通信ネットワークの市場形成が、これまで日本が
得意としてきた「技術を開発し、それがグローバルな展開も含めて市場展開される」という形ではなく、「市
場をグローバルフォーラムで議論し、その流れを業界全体が共有しながら、各社は独自のビジネス戦略を推
進し、その中で必要な技術を適宜開発する」という形に変化したことを意味する。以下に、6Gに向けた各国
の戦略および技術トレンドを示す。

【日本】
Beyond 5G構想など国家プロジェクトの下で取り組みが進んでおり，2030年代のSociety 5.0実現に向

けた国家戦略を推進している。2023年3月、NICTが「革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金」
を創設し、6G（Beyond 5G）に関する複数年にわたる安定的な研究開発支援を開始した。このBeyond 
5G推進プロジェクト基金により、中長期的視点での要素技術創出、電波の有効利用技術の研究開発、およ
び社会実装・海外展開を見据えた戦略的プロジェクトへの集中的支援が行われている。特に無線ネットワー
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ク領域では、日本が強みを持つとされるオープンRAN（Radio Access Network）、非地上系ネットワーク、
ミリ波・テラヘルツ帯に関する研究開発に重点を置いている。また、2024年4月には「XGモバイル推進フォー
ラム」が組成され、産業界・学術界を中心として、標準化戦略やユースケース検討が活発化している。実際
の研究開発では、2024年4月に、NTT、NTTドコモ、NEC、富士通が共同でサブテラヘルツ帯（100GHz
および300GHz帯）で最長100mで100Gbpsの無線伝送に成功した。また、オープンRAN技術も6G時代
の鍵として注目され、国内ベンダーによるオープンな基地局設備の開発が進行中である。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状〇／トレンド↗］

【米国】
産業界主導で6Gへの準備が進められている。2020年に米国規格協会（American National Standards 

Institute：ATIS）主導で結成された「Next G Alliance」は、北米の6Gビジョンとロードマップを策定し、
政府・学界を巻き込んだ戦略協調を図っている。政府側もホワイトハウス主導で6G研究開発を推進しており、

「6G到来前にリーダーシップを確立する必要がある」と表明するなど標準化主導権の確保にも注力している。
オープンRANや仮想化ネットワークによって信頼性・安全性の高いインフラを構築することが政策課題となっ
ており、高周波数帯の開放や効率的な利用促進策も検討されている。民間では、クアルコム社をはじめとす
る通信半導体企業やプラットフォーム企業がAIネイティブなネットワーク制御技術の研究を進め、テストベッ
ドでテラヘルツ帯通信や全二重通信の実験が行われている。衛星通信との融合も大きなトレンドであり、ス
ペースＸ社のStarlinkやアマゾン社のKuiperなど低軌道衛星によるブロードバンド網の拡大に加え、スマー
トフォン直接衛星通信サービスの試みも始まった。さらに、アップル社もiPhoneでの衛星メッセージ機能を
開始するなど、スマートフォンと衛星ネットの連携が現実のサービスとして展開され始めた。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【欧州】
官民連携による大規模プロジェクトで6G研究を推進している。欧州連合（EU）は、SNS JU（Smart 

Networks and Services Joint Undertaking）を立ち上げ、2021〜2027年に9億ユーロを投じて
Beyond 5G/6Gの研究開発を進めている。旗艦プロジェクト「Hexa-X」（2021〜2023年）および続編の

「Hexa-X-II」（2023〜2025年）では、ノキア社とエリクソン社を中心に計44の企業・大学・研究機関が
参画し、6Gプラットフォームの設計と主要技術の研究を行っている​。英国も、EU離脱後に独自の6G戦略を
打ち出し、2023年に初期投資1億ポンドを表明するとともに、​ケンブリッジのノキアベル研究所が中心となり
研究を推進している。また、エリクソン社が英国における6G研究開発センター設立を計画するなど、ハード
面の開発拠点も充実している​。衛星通信との融合も欧州の重要テーマで、EUは2024年、総額106ユーロ
を投じ2031年までの運用開始を目指す多軌道衛星コンステレーション「IRIS2」の開発を発表した。また、
欧州各国（ドイツ、フランス、フィンランドなど）が、自国プロジェクトでテラヘルツデバイスや6G試験局の
研究を競っており、欧州全体として基礎理論から応用実証まで厚みのある研究開発体制が敷かれている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【中国】
2019年6月に政府主導でIMT-2030（6G） Promotion Groupが発足して以降、産学連携で6Gビジョ

ンの策定と技術開発が進められてきた。中国は、6Gの標準化完了を2025年頃、商用化開始を2030年とす
るロードマップを掲げており、2022年には6G技術試験を開始、2023年には6Gネットワークアーキテクチャー
や技術ソリューションの研究が大きく進展した。また工業情報化部（Ministry of Industry and 
Information Technology：MIIT）は、2023年に6GHz帯の周波数を5G/6G向けに割り当てる決定を下し、
広帯域かつ伝搬特性に優れるミッドバンドをいち早く確保した。これは他の国や地域が6GHz帯をWi-Fi用に
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開放する動きとは対照的で、中国が将来の周波数資源で先手を取った形であり、6Gの早期展開を目指した
積極的な取り組みであるといえる。また、主要企業であるファーウェイ社やZTE社を中心に、巨額の6G開発
投資が続けられており、6G関連特許の出願数では中国が世界全体の40%以上を占めトップとなっている。総
じて、中国は官民挙げて6Gの基盤技術から衛星ネットワークの構築、産業応用まで包括的に取り組み、6G
時代での主導権確保を目指している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
2023年2月に科学技術情報通信部（Ministry of Science and ICT：MSIT）が発表した「K-Network 

2030」計画では、2026年までに6Gの要素技術を開発・実証し、2028年から世界初の6G商用サービスを
開始する目標が掲げられた。この計画に基づき、韓国は6GやオープンRAN、低軌道衛星通信に官民協力で
先行投資し、国内企業が世界に先駆けて6G対応機器を開発できる環境の整備を進めている。標準化では、
2026年までに上位中周波数帯（7～24GHz帯）を用いたUltra Massive MIMOやテラヘルツ通信などの
主要技術を実証し、国際標準の主導権を確保する計画である。民間企業では、サムソン電子社が早くから6G
ビジョンを打ち出し、テラヘルツ帯通信やAI活用ネットワークの試作に取り組んでいる。LG電子社は、2022
年にドイツのフラウンフォーファー研究所との協力で、155～175GHz帯の6Gテラヘルツ帯通信における屋
外320m伝送を達成し、さらに2023年9月には、ソウル市内で500mの無線伝送に成功して世界最長距離
の6Gデータ通信記録を更新した。韓国は、こうした官民の攻勢により6G実用化のタイムラインを前倒しして、
国内産業の技術的自立と国際標準への影響力確保を目指している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【その他】
その他の国・地域でも、6Gに向けた活発な動きが見られる。特にインドは近年台頭が著しい。インド政府

は、2023年3月にBharat 6G Vision Documentを発表し、2030年までに6G導入を実現する計画を打ち
出した​。これに合わせて、6G研究開発のための最先端試験設備として、6Gテラヘルツ帯通信の試験ベッド
と高度光通信の試験ベッドを設置し、資金拠出により産学の幅広い参加を促している。米国のNext G 
A l l i a n c eに 加 え、 日 本 や 欧 州 の6G団 体 とも 相 次 い で 協 力 覚 書 を 締 結 し、2024年 のW o r l d 
Telecommunication Standardization Assembly（WTSA-24）やIndia Mobile Congressに合わせて
初の国際6Gシンポジウムを主催するなど、グローバルな議論にも積極的に参加している​。

カナダ、ロシア、シンガポール、オーストラリアなども6G研究プログラムへの投資やロードマップ策定を表
明しており、各国が次世代通信の先陣に加わろうと関心を示している。

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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